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公益社団法人土地改良測量設計技術協会 

農業農村地理情報システム技士養成事業実施規程 

 

 

制定  平成１７年 ５月２８日 

                        一部改正  平成２６年 ３月２６日 

                        一部改正  平成２９年 ３月２２日 

一部改正  平成３０年 ３月２２日 

一部改正  令和 ４年 ３月１６日 

一部改正  令和 ７年 ５月２１日 

 

 

 

（主 旨） 

第１条 本規定は、公益社団法人土地改良測量設計技術協会（以下「協会」という。）が

実施する農業農村地理情報システム技士養成事業（以下「事業」という。）の実施に関

し必要な基本的事項を定める。 

 

（目 的） 

第２条 この事業は、農業農村整備事業に係わる地理情報システム専門技術者の養成及び

登録を行い、もって農業農村地理情報システム技術の適用、普及等の適正な推進を図る

とともに、技術水準の向上と農業農村整備事業の推進に寄与することを目的とする。 

 

（定 義） 

第３条 農業農村地理情報システム技士とは、第７条の登録を受け、地理情報技術を活用

し、農業農村整備分野の調査、計画、設計、積算、施工、施工管理、維持管理等の技術的

業務を行う者をいう。 

 

（運営委員会） 

第４条 協会会長（以下「会長」という。）は、第２条の目的を達成するため、学識経験

者等で構成する農業農村地理情報システム技士運営委員会（以下「運営委員会」という。）

を協会に設置し、次の事項について意見を求める。 

（１）事業の運営及び実施計画に関する事項 

（２）農業農村地理情報システム技士講習会（以下「講習会」という。）及び農業農村地

理情報システム技士認定試験（以下「試験」という。）、並びに受講資格及び受験資

格に関する事項 

（３）登録及び研修に関する事項 

２ 運営委員会の下に、講習委員会及び試験委員会を設置し、講習会及び試験等に関する

業務を行う。 

３ 運営委員会並びに講習委員会及び試験委員会の所掌事項及び運営については、「農業

農村地理情報システム技士運営委員会等規則」に定める。 
 

（講習会等） 

第５条 会長は、運営委員会の意見を踏まえ、講習会を開催する。 

２ 受講資格は、農業農村整備分野に関する調査、計画、設計、積算、施工、施工管理、

維持管理等の技術的な実務経験が 2 年以上の者とする。 
３ 受講及び受験手続きは、以下のとおりとする。 

（１）受講及び受験申込は、会長が定める期日までに、協会ホームページより「受講受験申

込書」（様式１－１号）を記入し、「農業農村整備分野に関する実務経歴書」（様式２
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－１号）を添えて会長あてに申し込まなければならない。 

（２）会長は、書類審査の上、適当と認められる者に対して、「講習受講票兼認定試験受験

票」（以下、「受講受験票」という。様式１－２号）を送付する。 

（３）受講者は、会長が定める受講料及び受験料を、会長が定める方法により、所定の期日

までに、協会に納入するとともに、協会ホームページからの申し込みに際して「郵便振

替払込請求書兼受領証」の写しを添える。 

（４）会長は、講習会の受講修了者に「受講修了証」（様式４号）交付する。 

 

（試 験） 

第６条 会長は、運営委員会の意見を踏まえ、農業農村地理情報システムに関する専門知

識・技術力を問う試験を行う。 

２ 会長は、試験を実施するに当たり「農業農村地理情報システム技士認定試験本部設置

規則」に定める試験本部を設置する。 

３ 受験資格は、受講修了者（過年度の受講修了者を含む。）及びこれと同等の能力と経

験を有すると会長が認める者とする。 

４ 過年度の受講修了者にあっては、講習会受講年度の翌年度及び翌々年度に限り、修了

した講習会を受講することなく、試験を受験できる。 
５ 過年度の受講修了者または受講修了者と同等の能力と経験を有すると会長が認める者の

受験手続きは、以下のとおりとする。 

（１）受験申込は、会長が定める期日までに、協会ホームページより「受講受験申込書」（様

式１－１号）を記入し、「農業農村整備分野に関する実務経歴書」（様式２－２号）を

添えて会長あてに申し込まなければならない。 

ただし、過年度の受講修了者にあっては、農業農村整備分野に関する実務経歴書に替

えて過年度の受講修了証の写しを添えて申し込む。 

（２）会長は、書類審査の上適当と認められる者に対して、「受験票」（様式１－４号）を

送付する。 

（３）受験者は、会長が定める受験料を、会長が定める方法により、所定の期日までに、協

会に納入するとともに、協会ホームページからの申し込みに際して「郵便振替払込請求

書兼受領証」の写しを添える。 

６ 会長は、試験に合格した者に対し「合格証書」（様式３号）を交付する。 

 

（登録等） 

第７条 会長は、「農業農村地理情報システム技士名簿」（以下「名簿」という。）を備え、

登録を行う。 

２ 登録を受けることができる者は、前条の試験に合格した者とする。ただし、合格後５

年以上経過した者にあっては、第８条に定める研修を了した者とする。また、会長が前

条の試験に合格した者と同等以上の能力と経験を有すると認めた者（以下「会長認定者」

という。）は登録を受けることができる。 

３ 会長に認定を希望する者は、あらかじめ「認定申請書」（様式４－１号）を協会に提

出するものとする。また、会長は、会長認定者に「認定証」（様式４－２号）を交付す

る。 
４ 登録をしようとする者は、試験合格者にあっては、協会ホームページより次の（１）を記

入し、（２）及び（３）の関係書類を添えて会長あてに申し込まなければならない。また、

会長認定者にあっては、次の（１）～（３）の関係書類を会長あてに提出しなければなら

ない。 

（１）試験合格者は「登録申込書」（様式５－１号）、会長認定者は「登録申込者（会長認

定）」（様式５－２号） 

（２） 「農業農村地理情報システム技士登録名簿記載事項等記入用紙」（様式５－３号） 

（３） 会長が定める登録料の「郵便振替払込請求書兼受領証」の写し 

５ 会長は、登録者に対し、「資格登録証」（様式６号）を交付する。 



3 
 

６ 会長は、登録者のうち希望者に対し、実費負担により「登録証書」（様式９号）を発行す

る。 

７ 登録の有効期間は、登録証書が交付された日から５年間とし、５年目の３月３１日を有効

期限とする。 

ただし、更新を妨げない。   

８ 会長は、登録名簿を公表するものとする。 

 

（資質向上） 

第８条 農業農村地理情報システム技士は、常に、技術知識及び水準を向上させ、その資質

向上に努めなければならない。 

２ 会長は、運営委員会の意見を踏まえ、農業農村地理情報システム技士の資質向上のた

め「農業農村地理情報システム技士研修」（以下、「研修」という。）を開催する。 

３ 会長は、研修の実施計画を登録者に通知するとともに、研修修了者には修了証を交付

する。 
 

（登録更新） 

第９条 登録の更新を行おうとする者は、有効期間内に前条に定める研修を了し登録証書

に記載された有効期限までに次の第２項の手続きを行わなければならない。 
２ 登録の更新を行おうとする者は、協会ホームページより次の（１）を記入し、（２）及び（３）

の関係書類を添えて会長あてに申し込まなければならない。 

（１） 「登録更新申込書」（様式７号） 

（２） 前条第３項の修了証の写し 

（３） 会長が定める登録更新料の「郵便振替払込領収書兼受領証」の写し 

３ 会長は、登録更新申込書の提出者に対し、「資格登録証」（様式６号）を交付する。 

４ なお、会長が指定する他の研修への参加を証する書面写しをもって、前条第３項の修

了証の写しに代えることが出来る。 

５ また、有効期間の５年目に、やむを得ない事由により登録更新手続きができない者、

及びやむを得ない事由により研修に参加できない者にあっては、その理由を記した書面

を協会に提出し、会長の承認を得た者についてはこの限りでない。 
 

（変更等の届出） 

第１０条 登録を受けた者は、住所、氏名、並びに所属機関の名称、所在地及び電話番号

について変更が生じた場合は、すみやかに「変更等の届出」（様式８号）を協会に提出

しなければならない。 

 

（登録の抹消） 

第１１条 会長は、農業農村地理情報システム技士が次の行為をなした場合は、登録を抹

消することが出来る。 

（１）虚偽又は不正行為に基づき、講習、試験又は登録を受けた場合 

（２）前条の変更等の届出を怠った場合 

（３）農業農村地理情報システム技士の信用を傷つけまたは失墜させた場合 

（４）正当な理由なく農業農村地理情報システム技士の業務に関し知り得た秘密を他に

漏らし、または盗用するなど不正行為をなした場合 

 

（規程に定めのない事項の処理） 

第１２条 本規程に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、会長は執行理事会

の意見を聞き、これを処理するものとする。 
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様式関係 

 

（様式１－１号）～（様式５－３号） 省略 

 

（様式６号） 

 
 

（様式７号）～（様式９号） 省略 

 

 

附  則 

 

この規程は、平成１７年 ５月２８日から施行する。 

この規程は、平成２６年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２９年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成３０年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ４年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ７年 ６月 １日から施行する。 

 

 

 


